BIS論壇　No.279　『日中首脳会談と一帯一路』中川十郎　2018年10月29日
　安倍首相が日中平和条約締結40周年を機に、7年ぶりに10月25日、北京を訪問、習近平主席との首脳会談に臨んだ。日本からは中西経団連会長を中心に大型経済ミッションが訪中。安倍首相の訪中を後押しした。 
　今回の訪中では日本が米国ともども参加を表明していない、習主席の主導する一帯一路シルクロード広域経済圏とAIIB（アジアインフラ投資銀行）への参画について積極的意志表示を表明するかどうか注目された。だが一帯一路（BRI）についてもAIIBについても参加に関して積極的な表示はなかった。逆に、第三国でのプロジェクトで日中企業が協力するとの提案にとどまった。日本企業とは50件のMOU(同意書)が結ばれたというが、同意された日本企業の主な日中協力案件は；
１）三菱UFJ銀行；日中企業への第三国市場での金融支援
２）野村ホールデイングスなど；1000億円規模の投資ファンド組成
３）JXTGエネルギー；中国での水素ステーション整備
４）富士通；ITを活用した高齢者向けサービス
５）パナソニック；自動運転の技術開発への機器提供
６）日本通運；中国～欧州間の鉄道での物流サービス　　
７）「AIを中心とするイノベーション協力対話」で先端技術や知財分野で協力を話しあう
とし、一帯一路やAIIBなどへの参加、協力については触れられていない。
　その背景には日本の立ち位置が「対米関係が基軸」との方針が変わらないことを示している。米トランプ政権を意識しながら首脳会談に臨んだ安倍首相は26日の習主席との首脳会談で「日米関係を基軸としつつ、アジア太平洋地域の平和と安定に貢献する」と日本の立場を説明したという。（朝日新聞10月27日）
日本政府関係者は今回の訪中の目玉だった第三国での日中インフラ協力は「（シルクロード経済圏構想）一帯一路への協力ではない」と米国に事前に伝えていたという。（朝日新聞10月28日）　このような背景から今回の安部首相は訪中で一帯一路についても、AIIBについても首脳会談の議題に乗せなかったものと思われる。
　安倍首相は直前の10月18～19日にベルギーでのASEM(アジアヨーロッパ会議)に参加。ヨーロッパ主要国とアジア諸国との自由で開かれた経済、公正なインフラ建設に協力すると確約。また10月28～29日に来日したインド・モデイ首相を安倍首相別荘に招待するなど破格の待遇をした。安倍首相が米国と主導する「インド太平洋戦略」でインド、日本、米国、豪州、ニュジーランドで中国の一帯一路への対抗戦略を模索しつつある。このような環境下、日本の一帯一路、AIIBへの協力は難しい局面にある。
　その意味で11月5～9日に一帯一路の陸の出発拠点・中国西安・楊凌で開催の先端農業世界展覧会に鳩山由紀夫元首相を日本団長にBIS関係者が中心に参加する50名からなる大型ミッションの日中民間ベースでの活躍の成果を大いに期待している次第である。
